
 
 

瀬戸市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例の一部を改正する条例をここに公布する。  

平成３０年７月３日  

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市条例第３６号  

瀬戸市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例  

瀬戸市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例（平成２４年瀬戸市条例第３３号）の一部を次のように改

正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。  

改正後 改正前 

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

第５条 前条に規定する援助等を行うため、指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護においては 

、次に掲げるサービスを提供するものとする。 

⑴ 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護の提供に当たる介護福祉士又は 

法第８条第２項に規定する政令で定める者（ 

介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第 

３６号。以下「施行規則」という。）第２２ 

条の２３第１項に規定する介護職員初任者研 

修課程を修了した者に限る。）をいう。以下 

この章において同じ。）が、定期的に利用者 

の居宅を巡回して行う日常生活上の世話（以 

下この章において「定期巡回サービス」とい 

う。） 

⑵から⑷まで ＜省略＞ 

（法定代理受領サービスの提供を受けるため

（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護） 

第５条 前条に規定する援助等を行うため、指定

定期巡回・随時対応型訪問介護看護においては 

、次に掲げるサービスを提供するものとする。 

⑴ 訪問介護員等（指定定期巡回・随時対応型 

訪問介護看護の提供に当たる介護福祉士又は 

法第８条第２項に規定する政令で定める者を 

いう。以下この章において同じ。）が、定期 

的に利用者の居宅を巡回して行う日常生活上 

の世話（以下この章において「定期巡回サー 

ビス」という。） 

 

 

 

 

⑵から⑷まで ＜省略＞ 

（法定代理受領サービスの提供を受けるため



 
 

の援助） の援助） 

第１６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看 

 護事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介 

 護看護の提供の開始に際し、利用申込者が施行 

規則第６５条の４各号のいずれにも該当しない 

ときは、当該利用申込者又はその家族に対し、 

居宅サービス計画（法第８条第２４項に規定す 

る居宅サービス計画をいう。）の作成を指定居 

宅介護支援事業者に依頼する旨を市に対して届 

け出ること等により、指定定期巡回・随時対応 

型訪問介護看護の提供を法定代理受領サービス 

として受けることができる旨を説明すること、 

指定居宅介護支援事業者に関する情報を提供す 

ることその他の法定代理受領サービスを行うた 

めに必要な援助を行わなければならない。 

 

 

（指定夜間対応型訪問介護） 

第４６条 前条に規定する援助を行うため、指定 

 夜間対応型訪問介護においては、定期的に利用 

 者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪問介護（ 

以下この章において「定期巡回サービス」とい 

う。）、あらかじめ利用者の心身の状況、その 

置かれている環境等を把握した上で、随時、利 

用者からの通報を受け、通報内容等を基に訪問 

介護員等（指定夜間対応型訪問介護の提供に当 

たる介護福祉士又は法第８条第２項に規定する 

政令で定める者（施行規則第２２条の２３第１ 

項に規定する介護職員初任者研修課程を修了し 

た者に限る。）をいう。以下この章において同 

じ。）の訪問の要否等を判断するサービス（以 

下「オペレーションセンターサービス」という。） 

及びオペレーションセンター（オペレーション 

センターサービスを行うための次条第１項第１ 

号に規定するオペレーションセンター従業者を 

第１６条 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看 

護事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介 

護看護の提供の開始に際し、利用申込者が介護 

保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。 

以下「施行規則」という。）第６５条の４各号 

のいずれにも該当しないときは、当該利用申込 

者又はその家族に対し、居宅サービス計画（法 

第８条第２４項に規定する居宅サービス計画を 

いう。）の作成を指定居宅介護支援事業者に依 

頼する旨を市に対して届け出ること等により、 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供 

を法定代理受領サービスとして受けることがで 

きる旨を説明すること、指定居宅介護支援事業 

者に関する情報を提供することその他の法定代 

理受領サービスを行うために必要な援助を行わ 

なければならない。 

（指定夜間対応型訪問介護） 

第４６条 前条に規定する援助を行うため、指定 

 夜間対応型訪問介護においては、定期的に利用 

 者の居宅を巡回して行う夜間対応型訪問介護（ 

以下この章において「定期巡回サービス」とい 

う。）、あらかじめ利用者の心身の状況、その 

置かれている環境等を把握した上で、随時、利 

用者からの通報を受け、通報内容等を基に訪問 

介護員等（指定夜間対応型訪問介護の提供に当 

たる介護福祉士又は法第８条第２項に規定する 

政令で定める者をいう。以下この章において同 

じ。）の訪問の要否等を判断するサービス（以 

下「オペレーションセンターサービス」という。） 

及びオペレーションセンター（オペレーション 

センターサービスを行うための次条第１項第１ 

号に規定するオペレーションセンター従業者を 

置いている事務所をいう。以下同じ。）等から 

の随時の連絡に対応して行う夜間対応型訪問介 



 
 

置いている事務所をいう。以下同じ。）等から 

の随時の連絡に対応して行う夜間対応型訪問介 

護（以下この章において「随時訪問サービス」 

という。）を提供するものとする。 

２ ＜省略＞ 

護（以下この章において「随時訪問サービス」 

という。）を提供するものとする。 

 

 

２ ＜省略＞ 

  

附  則  

 この条例は、公布の日から施行する。  


